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◆就労条件総合調査～平成18年～　　10月16日（厚生労働省） 

　・完全週休二日制を採用している企業割合は３９．６％（前年４１．１％）。 

　・派遣労働者の受入れ企業数割合は３６．７％で、前回（平成１０年調査２０．３％）に比べ１６．４ポイント上昇。 

◆生活意識に関するアンケート調査～平成18年9月調査～　　10月16日（日本銀行）  

　・勤労者のうち、勤め先の雇用・処遇不安感について「かなり感じる」との回答は３５．９％、「少し感じる」は４５．４％、「あ

まり感じない」は１８．７％。 

◆毎月勤労統計調査～夏季賞与～　　10月31日（厚生労働省） 

　・夏季賞与は前年に比べ１．３％増の４１６，０５４円。 

最 近 の 統 計 調 査 より  

　注目の統計・指標 

国勢調査　第1次基本集計結果　～平成１７年～　　10月31日（総務省） 

～総人口は１億２，７７６万７，９９４人、前回調査と比べて０．７％の増加～ 
　平成17年国勢調査の第１次基本集計結果によると、総人口は、１億2,776万7,994人となっており、前回調査（平成
12年調査）に比べて84万2,151人（0.7％）の増加となっている。人口増加率は、低下傾向にある。 
　また、世帯の状況をみると、世帯は4,956万6,305世帯で、前回調査に比べて5.3％の増加、一般世帯（注）は4,906
万2,530世帯で、前回調査に比べて4.9％増加している。 
一般世帯のうち、65歳以上親族のいる世帯が35.1％を占めており、前回調査に比べて14.4％増加している。また、65
歳以上親族のいる世帯のうち、一人暮らし高齢者の割合は22.5％と、前回調査に比べて、27.5％の増加となっている。 
（注）一般世帯とは「施設等の世帯」以外の世帯。「施設等の世帯」とは、学校の寮・寄宿舎の学生・生徒、病院・療養所などの入院者等。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（情報解析課　上村聡子） 

情報解析部 

10月11日～11月10日に公表された主な労働関係統計　　　　　　　　　　　　　　　　　　（月次統計を除く） 
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主　要　労　働　指　標 

１５歳以上 
人口 

資料出所 

注1)短時間女性雇用者数は、非農林業に従事する週間就業時間が35時間未満の雇用者。 

注2）pは速報値。 

総務省「労働力調査」 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「労働経済指標」 
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人口 
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者数1） 

就業者数 雇用者数 
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季調値 前年比 前年比 

新規求職 
申込件数 

資料出所 厚生労働省「一般職業紹介状況」 厚生労働省「毎月勤労統計調査」 
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現金給与総額 
（前年比） 

総実労働時間 
（前年比） 

所定外労働時間 
（前年比） 

労働生産性 
（製造業） 

賃金コスト 
（製造業） 

（前年比） 前年比 

資料出所 

注3）アメリカ：16歳以上。  イギリス：16歳以上。月数値については、2か月前からの3か月間の平均値である。 
　　 ドイツ　：公務員及び臨時雇用者を除く。  フランス：四半期値については雇用者数である。 

厚生労働省「毎月勤労統計調査」 労働政策研究・研修機構にて算出 
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職業分類 今月のキーワード解説 

　キャリア形成の支援などとして総合的な職業情報のデータベースとして「キャリアマトリクス」（P43参照）
が当機構で開発されるなど、職業に関する情報の充実が盛んに行われています。 
　職業と一口に言っても非常に幅広いので、いくつかに区分することが必要です。この区分は職業分類と
呼ばれます。 
 
　官庁による職業分類としては、総務省統計局「日本標準職業分類」が挙げられます。日本標準職業分類
の原形は、1920（大正９）年の第１回国勢調査で用いられた職業分類に遡ります（このときのものは、現
在でいう産業分類と職業分類が混在した、産業×職業分類というようなものであったようです）。その後、
何回か改訂され、現在は、2004（平成14）年６月に改訂されたものとなっていて、この職業分類は、大分類、
中分類及び小分類からなる3段階分類であり、その構成は、大分類10、中分類81、小分類364となっていま
す。 
　日本標準職業分類のほかには、「労働省編職業分類」があります。これは、日本標準職業分類に準拠し、
職業指導、職業紹介等の実務に用いる必要から、2,000余りの細分類（代表職業名）を設定する等、より詳
細で具体的な内容となっています。なお、労働省編職業分類は今までに４回改訂されていて、４回目の
1999（平成11）年11月の改訂の時は、改訂原案の作成は主として日本労働研究機構（現在の当機構）が行
いました。 
　また、当機構では、職業別就業者数の将来予測を行っています（JILPT資料シリーズ№12　2005年度　労
働力需給の推計　2006年３月）。2030年までの職業分類別（９区分）就業者数について、いく通りかの将
来設定での推計を行っているのですが、労働市場への参加が進む場合（人口１人当たり２％成長ケース）
ですと、増加する職業としては、保安職業、サービス職業従事者（2004年（実績）748万人→2015年877万
人→2030年901万人）、専門的・技
術的職業従事者（2004年920万人→
2015年1,084万人→2030年1,166万人）、
販売従事者（2004年901万人→2015
年984万人→2030年1,031万人）、減
少する職業としては、生産工程・労
務作業者（2004年1,778万人→2015
年1,492万人→2030年1,154万人）、
事務従事者（2004年1,244万人→
2015年1,228万人→2030年1,088万人）、
農林漁業作業者（2004年284万人→
2015年236万人→2030年160万人）な
どという結果となっています。図１
は将来予測の結果概要です。 
　このような職業別就業者数の将来予測はアメリカ労働統計局でも行わ
れています。"Tomorrow's Jobs"として2004年の向こう10年間として2014
年の将来推計が示されていて、増加する職業としては、専門職及び関連
職業従事者（2004年2,854万人→2014年3,459万人）、サービス職業従事
者（2004年2,767万人→2014年3,293万人）、減少する職業としては、農
林漁業従事者（2004年1,026万人→2014年1,013万人）、生産従事者（2004
年1,056万人→2014年1,048万人）などとなっています（図２参考、用語
等は筆者の仮訳）。 

（情報解析課長　秋山　恵一） 


